
(地Ⅲ235) 

平成２３年３月２３日 

 

都道府県医師会 

  担当理事 殿 

 

日本医師会常任理事  

三上 裕司 

 

「東北地方太平洋沖地震」の発生に伴い医療機関に避難した 

重度障害者等の生活支援について 

 

今般、別添のとおり、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、及び老健局振

興課連名により、各都道府県等民生主管部（局）長宛に、「東北地方太平洋沖地震」の発生に

伴い医療機関に避難した重度障害者、要援護障害者、ならびに要介護者等の生活支援につい

て事務連絡が出されるとともに、本会に対しましても情報提供がなされました。本件の要点

は下記のとおりです。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管下郡市区医師

会、及び関係医療機関への周知、協力方よろしくご高配のほどお願い申し上げます。 

 

記 

 

１．医療機関に「入院」をしている場合は、医療保険制度におけるいわゆる「完全看護」と

いう考え方及び当該医療機関は「居宅」とみなされないため、介護保険法に基づく訪問介

護等の居宅サービスを提供することは不可とされています。 

 

２．しかしながら、東北地方太平洋沖地震の被害の甚大さに鑑み、厚生労働省保険局医療課

より、「東北地方太平洋沖地震の発生に伴う生命維持に常時電源が必要な重度障害者等の入

院に係る支援について」が発出され（事務連絡別添）、緊急的に医療機関に入院あるいは滞

在している重度のＡＬＳ患者等のサービスの取扱いが示されたところです。 

 

３．また、当該医療課事務連絡を受け、障害保健福祉部障害福祉課・老健局振興課事務連絡

が発出され、障害者自立支援法・介護保険法の取扱いが示されました。当該事務連絡によ

り示された内容については以下のとおりです。 

 



 

 

 

 

 ①入院している者の取扱い 

・ 今般の地震に被災したことにより、緊急的に医療機関に入院した重度のＡＬＳ患者

等の重度障害者等については、当該患者との円滑な意思疎通を図る等、当該患者につ

いて熟知している支援者による生活の支援が必要な場合もあり、こうした者について

は、障害者自立支援法に基づく居宅介護・重度訪問介護の対象となること。 

・ また、上記利用者のうち、当該入院前に障害者自立支援法の居宅介護等と併せて、

介護保険法の訪問介護を利用していた者（すなわち従前より障害者自立支援法と介護

保険法のサービスの併給がなされていた者）については、介護保険法の訪問介護の対

象となること。 

 

②入院として取り扱われない者の取扱い 

・ 単に電源の確保のみを理由に一時避難として医療機関に滞在している者については、

医療保険法上の入院に該当しないことから、３月１１日事務連絡（下記参照）に基づ

き、障害者自立支援法又は介護保険法によるサービス提供が可能となること。（この場

合は障害者自立支援法の支給決定を受けていない者も、介護保険法の訪問介護の対象

となります） 

 

（参考）「３月１１日に東北地方を中心として発生した地震並びに津波により被災した要介

護者等への対応について」（平成２３年３月１１日事務連絡）（事務連絡別紙２） 

２ 居宅サービスは居宅において介護を受けるものとしておりますが、自宅以外の場所

（避難所や避難先の家庭、旅館等）で生活している場合でも必要なサービスを受けら

れるよう、保険者である市町村においては、介護サービス事業者や居宅介護支援事業

者等に協力を依頼するなど柔軟な対応をお願い致します。 

 

４．なお、この取扱いは東北地方太平洋沖地震による被害の甚大さを鑑み、緊急的な対応を

要する者についての取扱いであり、被災者（震災に伴う停電の影響で避難する者も含みま

す。）以外の利用者には適用されませんのでご留意願います。  




















